
地方創生拠点整備交付金の概要    

予 算 額 ９００億円（事業費ベース：１,８００億円）※道、汚水処理施設、港の公共事業（３０.２億円）を含む  

位置付け 地域再生法第５条４項１号・13 条に基づく法律補助 

対 象 事 業 

○ 地方版総合戦略に位置付けられた施設整備等 

○ 整備の対象となる施設について、利活用方策を明確化（KPI の設定、PDCA サイクルの整備） 

○ ソフト事業と連携し、地方創生への波及効果を高めることが望ましい（地方創生推進交付金との組み合わせ） 

＜想定される事例＞ 
 地域経営の視点に立った観光地域づくりに効果的な観光施設の改修等や、地域全体としてのブランデ

ィング戦略の確立に資する収益施設等（６次産業化施設等を含む）の整備 

 ローカルイノベーションに資する公設試験研究機関（附帯設備を含む）の改修等 

 生涯活躍のまちの推進に資する多世代交流の拠点施設（既存施設の改修等を含む）の整備や、移住定
住促進のために行う空き施設の改修等 

 小さな拠点づくりに資する地域コミュニティ組織の日常的な活動の場として機能する基幹的な拠点
施設の整備（廃校舎、旧役場、公民館等の改修を含む） 

交付目安額 

〔都道府県（国費）〕７.５億円 ～ １２.５億円程度（事業費ベース：１５億円～２５億円程度） 

〔市 町 村（国費）〕０.３億円 ～  ０.６億円程度（事業費ベース：０.６億円～１.２億円程度） 

 ※ ただし、高い先駆性や地方創生の波及効果が見込まれる事業については、目安額を超えて必要な額を交付 。 

地方財政措置 地方負担分については、補正予算債（充当率：100％）を充当 

スケジュール 
○ 11 月下旬に地域再生計画等の提出期限を設定する予定 

○ １月中下旬を目途に交付決定を行う予定 
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